
◆自転車運転の交通違反に青切符
　自転車による交通事故を防止するた
め、自転車運転中の携帯電話使用や酒
気帯び運転の禁止と罰則規定の整備、
自転車等の運転者がした一定の違反行
為を、交通反則通告制度（青切符）の
対象とするなどの措置を追加した、道
路交通法の改正案が国会に提出されま
した。
◆通信分野の国際競争力強化
　「研究の推進責務」および「研究成

果の普及責務」を廃止し研究開発の自
立性を高める、外国人役員の選任を認
めるなど、情報通信産業の国際競争力
強化を目的とするＮＴＴ法の改正案が
国会に提出されました。
◆おもちゃの新規制
　インターネット等で海外から直接国
内消費者に販売される製品について、
安全に使用できる環境を整備するため
の消費生活用製品安全法等の改正案が
国会に提出されました。低年齢の子ど

もなどを対象とした一定の製品を、
「子供用特定製品」として国が定める
技術基準への適合を求めるなど、規制
強化が図られます。
◆水産資源管理の強化
　太平洋クロマグロを念頭に、漁獲可
能量報告時の個体管理や取引時の伝
達・記録の義務付けなど、水産物の資
源管理を厳格化するための水産流通適
正化法および漁業法の改正案が国会に
提出されました。
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　仕事と育児・介護を両立できるよ
うにするための「育児・介護休業
法」と「次世代育成支援対策推進
法」の改正案が国会に提出され、来
年４月１日から順次施行される予定
です。概要は、以下のとおりです。
●子の年齢に応じた柔軟な働き方を
実現するための措置の拡充
①　３歳以上の小学校就学前の子を
養育する労働者に関し、事業主が
職場のニーズを把握したうえで、
柔軟な働き方を実現するための措
置（始業時刻等の変更、テレワー
ク、短時間勤務、新たな休暇の付
与、その他働きながら子を養育し
やすくするための措置のうち２
つ）を講じ、労働者が選択して利
用できるようにすることを義務付
けます。また、当該措置の個別の
周知・意向確認を義務付けます。
②　所定外労働の制限（残業免除）
の対象となる労働者の範囲を、小
学校就学前の子（現行は３歳にな
るまでの子）を養育する労働者に

拡大します。
③　子の看護休暇を子の行事参加等
の場合も取得可能とし、対象とな
る子の範囲を小学校３年生（現行
は小学校就学前）まで拡大すると
ともに、勤続６か月未満の労働者
を労使協定に基づき除外する仕組
みを廃止します。
④　３歳になるまでの子を養育する
労働者に関し事業主が講ずる措置
（努力義務）の内容に、テレワー
クを追加します。
⑤　妊娠・出産の申出時や子が３歳
になる前に、労働者の仕事と育児
の両立に関する個別の意向の聴取
等を事業主に義務付けます。
●育児休業の取得状況の公表義務の
拡大や次世代育成支援対策の推
進・強化
①　育児休業の取得状況の公表義務
の対象を、常時雇用する労働者数
が300人超（現行1,000人超）の事
業主に拡大します。
②　次世代育成支援対策推進法に基

づく行動計画策定時に、育児休業
の取得状況等に係る状況把握・数
値目標の設定を事業主に義務付け
ます。
③　次世代育成支援対策推進法の有
効期限を10年間（令和17年３月31
日まで）延長します。
●介護離職防止のための仕事と介護
の両立支援制度の強化等
①　労働者が家族の介護に直面した
旨を申し出たときに、両立支援制
度等について個別の周知・意向確
認を行なうことを事業主に義務付
けます。
②　労働者等への両立支援制度等に
関する早期の情報提供や、雇用環
境の整備（労働者への研修等）を
事業主に義務付けます。
③　介護休暇について、勤続６か月
未満の労働者を労使協定に基づき
除外する仕組みを廃止します。
④　家族を介護する労働者に関し事
業主が講ずる措置（努力義務）
に、テレワークを追加します。�●▲

仕事と育児・介護の両立支援強化のため
育児・介護休業法等を改正


